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供給計画及び製造計画届出書の記載要領 

令 和 ３ 年 ３ 月  

資源エネルギー庁 

電力・ガス事業部 

ガス市場整備室 

 

ガス事業法第１９条、第５６条、第８１条及び第９３条及びガス事業法施行規則第２０条、第８７

条、第１２９条及び第１４７条に基づく供給計画及び製造計画の届出について、記載の際の参考とす

るため、記載要領を下記のように作成し、ガス事業者に対し連絡することとする。 

 

０．共通事項、届出、変更届出 

項目 内容 

０．共通事項 ○記載内容は、ガス事業法（以下「法」という。）第１９条第１項、第５６

条第１項、第８１条第１項及び第９３条第１項の規定に基づくガス事業

法施行規則（以下「施行規則」という。）第２０条、第８７条、第１２

９条及び第１４７条に規定された項目。ただし、該当する内容がない場

合には、空白とすること。 

○記載内容は、本届出書全体として不整合が生じないようにすること。 

○記載内容は、資源エネルギー庁ガス市場整備室へのその他の提出物等

と可能な限り、整合を図ること。 

○記載内容は、対外的に公表した事項等と整合を図ること。 

○本計画における年度とは、４月１日を初日とした１年間とする。 

○「（実績）」には、届出をしようとする供給計画の初年度の前前年度の

実績を、「（実績見込み）」には、前年度の実績見込みを、それぞれ記載

すること。 

○ガス量は１ｍ3当たり４６ＭＪに換算すること。ただし、特定ガス発生

設備においてガスを発生させ、導管によりこれを供給する事業者につ

いては、現に供給しているガス種の熱量を用いることにし、標準係数

における産気率を用いて「㎥」と「ｋｇ（ｔ）」の換算をすることがで

きる。 

○供給計画を作成する期間は、以下の（１）から（４）のとおりとす

る。 

（１）大規模かつ急速な都市化が進行する地域において、計画的かつ合

理的なガスの供給を確保するため３年をこえる期間について計画を

作成させる必要があるとして経済産業大臣が指定した一般ガス導管

事業者（東京瓦斯株式会社、大阪瓦斯株式会社、東邦瓦斯株式会

社、西部瓦斯株式会社、北海道瓦斯株式会社、京葉瓦斯株式会社、

北陸瓦斯株式会社、静岡ガス株式会社、広島ガス株式会社、仙台市
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ガス局）は、供給計画の作成期間を５年とする（施行規則第８６条

及び平成２９年３月２８日付け経済産業省告示第５７号）。 

（２）上記（１）により指定を受けた一般ガス導管事業者が維持し、及

び運用する導管によりガスを供給するガス小売事業者は、供給計画

の作成期間を５年とする（施行規則第１９条）。ただし、当該ガス小

売事業者が、当該指定を受けた一般ガス導管事業者が維持し、及び

運用する導管以外によってガスを供給する場合にあっては、当該部

分に限って供給計画の作成期間を３年とすることができる。 

（３）上記（１）により指定を受けた一般ガス導管事業者が維持し、及

び運用する導管とその維持し、及び運用する導管が接続する特定ガ

ス導管事業者は、供給計画の作成期間を５年とする（施行規則第１

２８条）。ただし、当該特定ガス導管事業者が維持し、及び運用する

導管が、当該指定を受けた一般ガス導管事業者が維持し、及び運用

する導管と直接接続しない場合にあっては、当該部分に限って供給

計画の作成期間を３年とすることができる。 

（４）上記（１）により指定を受けた一般ガス導管事業者が維持し、及

び運用する導管とその維持し、及び運用する液化ガス貯蔵設備が接

続するガス製造事業者は、製造計画の作成期間を５年とする（施行

規則第１４６条）。ただし、当該ガス製造事業者が維持し、及び運用

する液化ガス貯蔵設備が、当該指定を受けた一般ガス導管事業者が

維持し、及び運用する導管と直接接続しない場合にあっては、当該

部分に限って製造計画の作成期間を３年とすることができる。 

○様式の行が足りない場合は、適宜追加して記載すること。 

○複数の事業者が製造所等を維持し、及び運用する場合であっても、連

名で単一の製造計画を策定し、届け出ること。なお、特段の事情があ

る場合は、各々策定することも妨げない。 

○ガス小売事業者の供給計画は、以下のとおり作成の要／不要を整理す

る。 

 Ａ：ガス導管事業者が維持し、及び運用する導管によりガスを供給す

るガス小売事業、及び小売事業用導管（ガス小売事業者として自

らが維持し、及び運用する導管）によりガスを供給するガス小売

事業（下記Ｂに規定する特定ガス発生設備においてガスを発生さ

せ、導管によりこれを供給するガス小売事業を除く） 

 Ｂ：特定ガス発生設備においてガスを発生させ、導管によりこれを供

給するガス小売事業 

※Ａと兼業している場合であっても、特定ガス発生設備において

ガスを発生させ、導管によりこれを供給するガス小売事業はＢ

に含むものとする。 

※小売登録を従来の供給区域で行っている特定ガス発生設備にお
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いてガスを発生させ、導管によりこれを供給するガス小売事業

は、Ｂに含めない（Ａに含める）ものとする。 

 第１表 第２表 第３表 第４表 第５表 第６表 

Ａ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

Ｂ ○ × ○ × ○ × 

＜凡例＞ ○：記載要領に沿って作成が必要  ×：作成不要 

なお、全社計については、Ａ、Ｂそれぞれについて作成するものとす 

る。 

○一般ガス導管事業者が行う最終保障供給については、記載を要しな

い。 

１．届出 ○届出期限は、法第１９条第１項、第５６条第１項、第８１条第１項及

び第９３条第１項の規定に基づき、毎年度、当該年度の開始前までと

する。 

なお、新たにガス事業者（法第２条第１２項）となった日を含む年度

にあっては、ガス事業者となった後遅滞なく届出を行うこととする。 

○提出先は、製造計画届出書は、資源エネルギー庁電力・ガス事業部ガ

ス市場整備室とする。 

その他については、ガス事業法施行令第１５条の規定に基づき、ガ

ス小売事業の登録申請、一般ガス導管事業の許可申請、特定ガス導管

事業の届出を行った官署とし、資源エネルギー庁電力・ガス事業部ガ

ス市場整備室、又は、経済産業局等のガス事業担当課室のいずれかと

する。 

なお、資源エネルギー庁電力・ガス事業部ガス市場整備室に届出を

行った一般ガス導管事業者は、供給区域を管轄する経済産業局等のガ

ス事業担当課室にその写しを提出することとする（施行規則第２１９

条第２項）。 

○様式は、ガス小売事業者は施行規則第２０条第１項で定める様式、一

般ガス導管事業者は施行規則第８７条第１項で定める様式、特定ガス

導管事業者は施行規則第１２９条第１項で定める様式、ガス製造事業

者は施行規則第１４７条第１項で定める様式とする。 

２．変更届出 ○ガス小売事業者は、法第７条の規定に基づく変更登録をする場合、及

びガスの需給バランスに重大な影響を与える変更を行う場合には、施

行規則第２０条第２項の規定に基づき、様式第１６、変更を必要とす

る理由、様式第１５第１表から第６表のうち変更する内容及びその見

え消し版をその都度、事前に提出することとする。（＊） 

○一般ガス導管事業者は、供給区域を変更する場合、及びガスの需給バ

ランスに重大な影響を与える変更を行う場合には、施行規則第８７条

第２項の規定に基づき、様式第６１、変更を必要とする理由、様式第

６０第１表から第７表のうち変更する内容及びその見え消し版をその
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都度、事前に提出することとする。（＊） 

なお、一般ガス導管事業者が供給区域を変更する場合には、様式第６

０第２表、第３表、第７表を変更すること。 

○特定ガス導管事業者は、ガスの需給バランスに重大な影響を与える変

更を行う場合には、施行規則第１２９条第２項の規定に基づき、様式

第６１、変更を必要とする理由、様式第６０第１表から第７表のうち

変更する内容及びその見え消し版をその都度、事前に提出することと

する。（＊） 

○ガス製造事業者は、ガスの需給バランスに重大な影響を与える変更を

行う場合には、施行規則第１４７条第２項の規定に基づき、様式第７

８、変更を必要とする理由、様式第７７第１表から第３表のうち変更

する内容及びその見え消し版をその都度、事前に提出することとす

る。（＊） 

（＊）「ガスの需給バランスに重大な影響を与える変更を行う場合」の変更計画の提出の要否及び提出

時期については、個別事象に応じ資源エネルギー庁電力・ガス事業部ガス市場整備室又は経済産業局

等のガス事業担当課室と協議すること。 
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１．ガス小売事業者 

第１表 年度別の需給計画表（ガスの需給の実績と見通し） 

 

（記載要領） 

○本表は、ガス小売事業者が作成すること。 

○小売登録を受けた小売供給を行おうとする地域（施行規則様式第１ガス小売事業登録申請書に記

載する内容と整合を取る。以下同様。）毎に作成すること。なお、複数の地域で小売供給を行おう

とする事業者にあっては、全ての地域を合算したものを別途作成すること（その場合にあって

は、地域名の欄には「全社計」と記載することとし、共通事項に示したＡ、Ｂを兼業する者は

Ａ、Ｂ毎に作成すること。）。 

○「年度末調定件数」の欄は、各年度の３月の調定件数を記載すること。 

○家庭用、商業用、工業用、その他用の区分は、ガス事業生産動態統計調査の考え方と同様とする

こと（需給量において同じ。）。 

○「その他」の欄には、自家消費、勘定外ガス、加熱用ガスの合計ガス量を記載すること。なお、

実績及び実績見込みにおける在庫調整は本欄にて行うこと。 

○「ガス小売事業者への供給」の欄には、卸供給するガス量を記載すること。なお、製品ガス（熱

量調整を行うなどして、導管により需要家に販売できる性状を有したガス）か否かを問わない。 

〇一般ガス導管事業者が行う最終保障供給のために一般ガス導管事業者へ卸供給するガス量は記載

を要しない。 

○「ガス生産量内訳」の各欄には、液化天然ガス又は液化石油ガスなどの気体以外の原料から自社

で製造する各年度のガスの総量を記載すること（熱量調整用に製造するガスを含む。）。なお、ガ

ス製造事業者にガス製造の委託を行うガス小売事業者は、加工を委託するガス量をガス生産量内

第１表

（単位：件、千㎥）

年度（実績） 年度（実績見込） 年度（初年度） 年度 年度 年度 年度

商　業　用

工　業　用

その他用

商　業　用

工　業　用

その他用

年度別の需給計画表（ガスの需給の実績と見通し）

ガス生産・購入量計

他事業者からの製品ガスの受入れ

合　　　　　　　計

年度末
調定件

数

需
給
量

業務用

業務用

製
品
ガ
ス
生
産
・
購
入
量
等

ガ
ス
購
入
量
内
訳

液化天然ガス

液化石油ガス

天然ガス

その他ガス

小　　計

ガ
ス
生
産
量
内
訳

液化天然ガス

液化石油ガス

石油系オフガス変成

その他ガス

小　　計

その他

合　　　　　　　計

ガス小売事業者への供給

事業者名：　　　　　　　　　　　　　　　　　

地域名 　：　　　　　　　　　　　　　　　　　

販
売
量

家　庭　用

小　　計

計

家　庭　用

小　　計

計
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訳に記載すること。また、国産天然ガスを生産している場合、「その他ガス」の欄に記載するこ

と。 

○「ガス購入量内訳」の各欄には、天然ガスなどの気体を原料として受け入れ、自社で熱量調整等

を行い製品ガスに加工するガス量を、原料種別に記載すること。また、特定ガス発生設備におい

てガスを発生させ、導管によりこれを供給する事業者については、容器の容量に設置した容器の

本数を乗じた量又は当該容器に充填した量を記載することができる。原料が圧縮天然ガスの場合

は、当該容器に圧入した量を記載することができる。 

○「他事業者からの製品ガスの受入」の欄には、製品ガス（熱量調整を行うなどして、導管により

需要家に販売できる性状を有したガス）として受け入れるガス量を記載すること。 

 （注）熱量調整済であるが付臭未済であるガスについては、製品ガスとして記載することを妨げ

ない。ただし、付臭の有無にかかわらず熱量調整未済であるガスについては、製品ガスと

して記載しないこと。なお、熱量調整未済であっても、そのまま需要家に供給する場合に

は、製品ガスとして記載することができる。 

○需給量の合計と製品ガス生産・購入量等の合計は一致させること（一般ガス導管事業者が行う最

終保障供給のための一般ガス導管事業者への卸供給の実績がある場合を除く）。ただし、特定ガス

発生設備においてガスを発生させ、導管によりこれを供給する事業者については、ガス事業生産

動態統計調査の考え方と同様とすることができる。 
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第２表 年度別の需給計画表（ガスの取引に関する計画表） 

 

（記載要領） 

○本表は、いわゆる卸供給を実施し、又は他者から卸供給を受けるガス小売事業者が作成するこ

と。 

○「ガス小売事業者への供給」の欄の「事業者」は、ガスを卸供給する相手方の事業者の名称を記

載すること。 

○「ガス小売事業者への供給」の欄の「地域」は、ガスを卸供給する相手方のガス小売事業者が小

売登録を受けた小売供給を行おうとする地域のうち、当該ガス小売事業者に卸供給を行う地域を

記載すること。なお、複数の地域がある場合は、それぞれ記載すること。 

○「ガス小売事業者への供給」の欄のうち、初年度以降の計画には、既に締結している契約の内容

に基づいて記載すること。なお、契約は締結していないが、卸供給を見込んでいる内容（契約書

等で自動更新条項を設定している場合も含む。）は、その量を括弧書きで、記載すること。 

○「他事業者からの供給」の欄の「事業者」は、ガスの卸供給を受ける相手方の事業者（必ずしも

ガス小売事業者に限定しない。）の名称を記載すること。 

○「他事業者からの供給」の欄の「地域」は、当該ガス小売事業者の小売登録を受けた小売供給を

行おうとする地域のうち、当該他事業者から卸供給を受ける地域を記載すること。なお、導管で

接続されていない複数の地域がある場合は、それぞれ記載すること。 

○「他事業者からの供給」の欄のうち、初年度以降の計画には、既に契約を締結している年度の契

約ガス量を記載すること。なお、契約は締結していないが、卸供給を見込んでいる内容（契約書

等で自動更新条項を設定している場合も含む。）は、その量を括弧書きで記載すること。 

○第１表と整合を取ること。 

○なお、いずれも該当がないガス小売事業者は、事業者名のみを記載すること。ただし、特定ガス

発生設備においてガスを発生させ、導管によりこれを供給する事業者については、提出の必要は

ない。  

第２表

（単位：千㎥）

区分 事業者 地域 年度（実績） 年度（実績見込） 年度（初年度） 年度 年度 年度 年度

区分 事業者 地域 年度（実績） 年度（実績見込） 年度（初年度） 年度 年度 年度 年度

合　　　　　　　計

他事業
者から
の供給

合　　　　　　　計

年度別の需給計画表（ガスの取引に関する計画表）
事業者名：　　　　　　　　　　　　　　　　　

ガス小
売事業
者への
供給
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第３表 年度別の需給計画表（原料購入・消費・在庫） 

 

（記載要領） 

○本表は、液化天然ガス（ＬＮＧ）又は液化石油ガス（ＬＰＧ）を購入しているガス小売事業者

（熱量調整用にＬＰＧを購入しているガス小売事業者を含む。）が作成すること。 

○ガス小売事業者は、事業者で１つの需給計画を作成すること（共通事項に示したＡ、Ｂを兼業す

る者は、Ａ、Ｂ毎に作成すること。）。 

○「期首在庫量」は４月１日、「期末在庫量」は３月３１日、それぞれを記載断面とした在庫量を記

載すること。 

ただし、特定ガス発生設備においてガスを発生させ、導管によりこれを供給するガス小売事業

の場合は、「液化石油ガス」の行を２行に分けた上で、貯蔵設備に応じて以下のとおり記載するこ

と。 

（１行目）貯槽：ガス事業生産動態統計調査の報告内容と整合する期首在庫量及び期末在庫量

を記載すること。 

（２行目）５０ｋｇ等容器：期首在庫量及び期末在庫量のいずれにも当該設備に保有できる最

大の貯蔵量を記載すること。 

○「購入量」及び「消費量」は、当該年度の総量を記載すること。 

なお、ガス小売事業以外の事業を行う場合は、ガス小売事業分の「期首在庫量」、「期末在庫量」、

「購入量」を特定せずに、ガス小売事業以外の事業分も含めて記載することを妨げない。ただ

し、その場合は「消費量」において、ガス小売事業以外の事業分の消費量を括弧書きで追記する

こと。 

○「液化天然ガス」及び「液化石油ガス」以外の原料を購入し、消費する場合は、アルファベット

の項目に当該原料の名称、単位を記載した上で、上記の記載要領に基づき必要事項を記載するこ

と。 

○なお、いずれも該当がないガス小売事業者は、事業者名のみを記載すること。 

  

第３表

期首在庫量 購入量 消費量 期末在庫量 購入量 消費量 期末在庫量

液化天然ガス ｔ

液化石油ガス 〃

購入量 消費量 期末在庫量 購入量 消費量 期末在庫量 購入量 消費量 期末在庫量

液化天然ガス ｔ

液化石油ガス 〃

購入量 消費量 期末在庫量 購入量 消費量 期末在庫量

液化天然ガス ｔ

液化石油ガス 〃

年度別の需給計画表（原料購入・消費・在庫）

年度 年度

事業者名：　　　　　　　　　　　　　　　　　

年度（実績） 年度（実績見込）

年度（初年度） 年度 年度

単位

単位

単位
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第４表 国別原料調達計画書 

 

（記載要領） 

○本表は、国外から直接液化天然ガス（ＬＮＧ）を調達するガス小売事業者が作成すること（購入

の相手方が商社等の国内企業等であっても、国外から直接（物理的に）ＬＮＧを調達する場合は

これに含まれるものとする。）。 

○国内でＬＮＧを購入する事業者（国内でＬＮＧローリー、貨物列車又は内航船等で調達している

事業者）にあっては、記載しないこと。 

○国外の事業者から購入する事業者であって、輸入契約量（契約済分）はあるが、特定のプロジェ

クトから調達する契約ではない等の理由によって、調達元の国が特定できない場合には、未定の

欄に記載すること。 

○アルファベットの項目には、国名を記載すること。 

○初年度以降の計画の欄には、液化天然ガスを輸入する国毎に、輸入計画量（契約済分）を記載す

ること。 

○なお、該当する事項がないガス小売事業者は、事業者名のみを記載すること。ただし、特定ガス

発生設備においてガスを発生させ、導管によりこれを供給する事業者については、提出の必要は

ない。 

 

  

第４表

（単位：千ｔ）

年度（実績） 年度（実績見込） 年度（初年度） 年度 年度 年度 年度

国別原料調達計画書
事業者名：　　　　　　　　　　　　　　　　　

液化天
然ガス

Ａ

Ｂ

Ｄ

未定

合　　　計

Ｃ
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第５表 年度別のピーク時送出量見通し・ガス生産購入計画 

 

（記載要領） 

○本表は、ガス小売事業者が作成すること。 

○複数の地域で小売供給を行おうとする場合は、小売登録を受けた小売供給を行おうとする地域毎

に記載すること。その場合、アルファベットの項目に当該地域が特定できる名称を記載するこ

と。 

○「自社ガス発生量」の欄には、小売供給の相手方の需要に応じるために使用する自社ガス製造設

備のうち、最大ガス需要が見込まれる時間帯において、供給能力として見込むことができるもの

の合計値を記載すること。ただし、他のガス小売事業者への卸供給を行う場合等であって、小売

供給と卸供給を区分することが難しい場合は、卸供給の相手方の需要に応じるために使用する自

社ガス製造設備のうち、最大ガス需要が見込まれる時間帯において、供給能力として見込むこと

ができるものを含むことを妨げない。 

○「他事業者からの購入量」の欄には、小売供給の相手方の需要に応じるための契約ガス量のう

ち、最大ガス需要が見込まれる時間帯（当該時間帯が不明な場合には、最大ガス需要が見込まれ

る日のガス購入量（ｍ3／日）を１時間当たりに算定した（24で割る）値とすることを妨げない。）

において、供給能力として見込むことができるものの合計値を記載すること。ただし、他のガス

小売事業者への卸供給を行う場合等であって、小売供給と卸供給を区分することが難しい場合

は、卸供給の相手方の需要に応じるための契約ガス量のうち、最大ガス需要が見込まれる時間帯

において、供給能力として見込むことができるものを含むことを妨げない。 

○「最大ガス需要見込み」の欄には、最大ガス需要が見込まれる日において、小売供給の相手方の

１時間当たりのガスの需要見通しが最大になる時間帯の合計値を記載すること。ただし、他のガ

ス小売事業者への卸供給を行う場合等であって、小売供給と卸供給を区分することが難しい場合

は、卸供給の相手方の１時間当たりのガスの需要見通しを含むことを妨げない。また、従前の供

給計画様式第６の「ピーク日送出量見通し」の策定の考え方に基づくなど、その他の合理的な考

え方に基づき記載することを妨げない。 

○「自社ガス発生量」、「他事業者からの購入量」及び「最大ガス需要見込み」の策定の考え方は、

整合を取ること。  

第５表

（単位：㎥／時）

地区名等 年度（実績） 年度（実績見込） 年度（初年度） 年度 年度 年度 年度

自社ガス発生量

他事業者からの購入量

最大ガス需要見込み

自社ガス発生量

他事業者からの購入量

最大ガス需要見込み

自社ガス発生量

他事業者からの購入量

最大ガス需要見込み

年度別のピーク時送出量見通し・ガス生産購入計画

Ａ

Ｂ

Ｃ

事業者名：　　　　　　　　　　　　　　　　　



 
 

11 

第６表 ガス製造設備計画 

 

（記載要領） 

○本表は、ガス小売事業者が製造所等毎に作成すること。なお、複数の製造所を自ら維持し、及び

運用する事業者にあっては、全ての製造所を合算したものを別途作成すること（その場合にあっ

ては、製造所名の欄には「全社計」と記載すること。）。 

○ガス製造事業者が自ら維持し、及び運用するガス製造事業に該当する製造設備等に係るガス設備

製造設備計画については、記載しないこと（ガス小売事業者として、維持し、及び運用する製造

設備等を記載すること。）。 

第６表

【ガス発生設備】

設備名 原料名

基数 基

ガス発生能力 ㎥／時 

基数 基

ガス発生能力 ㎥／時 

基数 基

ガス発生能力 ㎥／時 

〈ガス発生設備の設置等計画〉

年度 基数 供給ガスの種類 能力（㎥／時）
工事の着手
予定年月日

使用開始
予定年月

設・改
休・廃

【原燃料貯蔵設備】

基数 基

容量 ｋｌ

基数 基

容量 ｋｌ

基数 基

容量 ｋｌ

〈原燃料貯蔵設備の設置等計画〉

年度 基数 供給ガスの種類 容量（ｋｌ）
工事の着手
予定年月日

使用開始
予定年月

設・改
休・廃

【ガスホルダー】

基数 基

貯蔵容量 ㎥

〈ガスホルダーの設置等計画〉

年度 種類 基数
圧力

（高中低）
工事の着手
予定年月日

使用開始
予定年月

設・改
休・廃

年度

年度末ガスホルダー計画

貯蔵容量（㎥）

年度
（実績）

年度
（実績見込）

年度
（初年度）

年度 年度 年度

設備名 原料名

年度
 

年
度
末

 
 

原
燃
料
貯
蔵
設
備
計
画

原料名

液化天然ガス

液化石油ガス

年度
（実績）

年度
（実績見込）

年度
（初年度）

年度 年度 年度

年度

設備名 原料名

事業者名：　　　　　　　　　　　　　　　　　

製造所名：　　　　　　　　　　　　　　　　　

年度 年度
 

年
度
末

 
 
ガ
ス
発
生
設
備
計
画

気化装置

合　　　計

年度
（実績）

年度
（実績見込）

年度
（初年度）

年度
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○各設備の記載に当たっては、その主たる事業及びその用途に関わらず、製造所内のすべての設

備を記載することとする。 

なお、その製造所の建設の主たる目的がガス事業以外の場合であって、ガス事業用として扱

う設備が区分できる場合においては、その数値を括弧書きで記載すること。 

○該当する事項がないガス小売事業者は、事業者名のみを記載すること。ただし、特定ガス発生設

備においてガスを発生させ、導管によりこれを供給する事業者については、提出の必要はない。 

 

【ガス発生設備】 

○「設備名」は、ガス化装置又は天然ガス井等の気化装置以外の設備がある場合は、当該名称を

記載すること（国産天然ガスを生産している場合は、「設備名」欄に「ガス化装置」と記載した

上で、「原料名」欄には「天然ガス井」と記載し、「基数」欄には坑数を記載すること。）。 

○「原料名」は、液化天然ガス又は液化石油ガス等の別を記載すること。 

○「ガス発生能力」の欄には、ガス発生設備の１時間当たりの最大の出力の合計値を記載するこ

と（実績、実績見込みにあっては、上記に準じて算定し、記載すること。）。 

○＜ガス発生設備の設置等計画＞については、製造計画期間内に着手するものを記載すること。 

○＜ガス発生設備の設置等計画＞において、「設備名（種類）」は、ガス化装置、気化装置、天然

ガス井等の別を記載し、型式のあるものはこれを付記すること。 

○＜ガス発生設備の設置等計画＞において、「基数」は、２以上のものであって能力が異なる場合

は、１基ごとに記載すること。また、能力の変更の場合は、変更後の能力を記載し、変更前の

能力を付記すること。 

○＜ガス発生設備の設置等計画＞において、「供給ガスの種類」は、ガス用品の技術上の基準等に

関する省令（昭和４６年通商産業省令第２７号）別表第３の備考の適用すべきガスグループを

参照した上で、記載すること。 

○＜ガス発生設備の設置等計画＞において、「能力」は、ガス発生能力に加え、原料処理能力を括

弧書きすること。 

○＜ガス発生設備の設置等計画＞において、「設・改・休・廃」は、設置、改修、休止、廃止の

いずれかを記載すること。なお、他の事業を営む事業者が、その運用の変更による増減を計画し

ている場合には、運用変更増又は運用変更減のいずれかを記載すること。 

 

【原燃料貯蔵設備】 

○製品ガスの原燃料を貯蔵するための設備を記載すること。 

○「原料名」は、液化天然ガス及び液化石油ガス以外の原燃料を貯蔵する設備がある場合は、当

該名称を記載すること。 

○「容量」の欄には、公認検定機関の検定を受けたものについては検定容量を記載し、検定を受

けていないもの及び計画については設計容量を記載すること。 

○＜原燃料貯蔵設備の設置等計画＞については、製造計画期間内に着手するものを記載すること。 

○＜原燃料貯蔵設備の設置等計画＞において、「基数」の欄は、２以上のものであって能力が異な

る場合は、１基ごとに記載すること。また、能力の変更の場合は、変更後の能力を記載し、変

更前の能力を付記すること。 
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○＜原燃料貯蔵設備の設置等計画＞において、「供給ガスの種類」は、ガス用品の技術上の基準等

に関する省令（昭和４６年通商産業省令第２７号）別表第３の備考の適用すべきガスグループ

を参照した上で、記載すること。 

○＜原燃料貯蔵設備の設置等計画＞において、「容量」は、設計容量を記載すること。 

○＜原燃料貯蔵設備の設置等計画＞において、「設・改・休・廃」は、設置、改修、休止、廃止

のいずれかを記載すること。なお、他の事業を営む事業者が、その運用の変更による増減を計画

している場合には、運用変更増又は運用変更減のいずれかを記載すること。 

 

【ガスホルダー】 

○ガス小売事業者として自ら維持し、及び運用するガスホルダーを記載すること。 

○ガス小売事業者として自ら維持し、及び運用するガスホルダーとは、製造所等の構内に設置さ

れている供給設備としてのガスホルダーをいう。ただし、製造所等の構内に設置されている場

合であっても、託送料金原価へ計上している又は計上する予定のガスホルダーについては、一

般ガス導管事業者の供給計画に記載することとし、本欄に重複して記載しないこと。 

○「基数」の欄には、ガス小売事業者として設置しているガスホルダーの総数を記載すること。 

○「貯蔵容量」の欄には、前年度末時点でガス小売事業者として設置しているガスホルダーにつ

いて、低圧にあっては幾何容量を中圧及び高圧にあっては有効容量（幾何容量×最高使用圧力

（単位 メガパスカル）÷０．０９８０６６５メガパスカル）の合計値を記載すること。 

○＜ガスホルダーの設置等計画＞については、「ガスホルダーの設置等計画」は、供給計画期間内

に着手するものを記載すること。 

○＜ガスホルダーの設置等計画＞において、「種類（設備名）」は、有水式、無水式、球形及び円筒

形の別を記載すること。 

○＜ガスホルダーの設置等計画＞において、「基数」は、２以上のものであって能力が異なる場合

は、１基ごとに記載すること。 

○＜ガスホルダーの設置等計画＞において、「貯蔵容量」は、低圧にあっては幾何容量を中圧及び

高圧にあっては有効容量（幾何容量×最高使用圧力（単位 メガパスカル）÷０．０９８０６

６５メガパスカル）を記載すること。 

○＜ガスホルダーの設置等計画＞において、「圧力」は、施行規則に定める用語の定義に基づき、

高圧、中圧、低圧のいずれか該当するものを記載すること。 

○＜ガスホルダーの設置等計画＞において、「設・改・休・廃」は、設置、改修、休止、廃止のい

ずれかを記載すること。なお、他の事業を営む事業者が、その運用の変更による増減を計画して

いる場合には、運用変更増又は運用変更減のいずれかを記載すること。 
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２．一般ガス導管事業者及び特定ガス導管事業者 

第１表 年度別の需給計画表（ピーク時需要量等） 

 

（記載要領） 

○本表は、一般ガス導管事業者及び特定ガス導管事業者が作成すること。 

○一般ガス導管事業者の供給区域が複数の地域に分かれており、かつ当該地域間が導管で接続され

ていない場合にあっては、アルファベットの項目に当該地域が特定できる名称を記載のうえ、各

項目を記載すること（一般ガス導管事業者が供給区域内の導管と一体で維持し、及び運用してい

る特定導管を有する場合は、当該導管も当該地域に含む。）。なお、一般ガス導管事業者が託送供

給約款において、一の地域に複数の払出エリアを設定している場合にあっては、払出エリア毎に

記載することも妨げない。 

○特定ガス導管事業者の特定導管は、一体運用しているラインごとに、アルファベットの項目に名

称又は区間を記載のうえ、各項目を記載すること。ただし、一体運用しているラインが複数ある

場合で、ラインごとに記載することにより、個別の需要家等への託送供給量が明らかになる場合

には、他のラインと統合して記載すること（必要最小限の統合とする。）。 

○「年間需要量」には、当該年度の託送供給量（自社小売供給、自社卸供給、小売託送供給、連結

託送供給、自己託送の量とする。）の総量を記載すること。 

○「需要量」の欄には、該当年度の最大受入日における最大受入時ガス量（製造所等からのガスの

受入量にガスホルダーからの最大時ガス送出量を合算したもの）を記載すること。ただし、その

他の合理的な考え方に基づき記載することを妨げない。 

○「調整力確保量」の欄には、一般ガス導管事業者又は特定ガス導管事業者が、ガス製造事業者又

はガス小売事業者と契約を締結し、調整力として確保する量を記載すること（同一法人内の小売

部門又は製造部門から調整力を確保する場合もこれに準じる。）。なお、契約締結に至っていなく

とも確保を見込んでいる場合は、その量を括弧書きで記載すること。 

  なお、ガスホルダー等の託送供給用設備からの払出量は含めないこと。 

また、託送原価に調整力コストを計上していない事業者（託送供給約款の制定不要承認を受け

ている事業者を含む。）にあっては、空白とすることができる。ただし、調整力確保の実態（将来

の計画を含む。）を踏まえて具体的な数値を記載することも妨げない。 

○「調整力」の欄には、調整力確保量を需要量で除して得られる値を、それぞれ小数点第２位を四

第１表　年度別の需給計画表（ピーク時需要量等）

単位
年度

（実績）
年度

（実績見込）
年度

（初年度）
年度 年度 年度 年度

年間需要量 ㎥／年

ピーク時需要量 ㎥／時間

調整力確保量 ㎥／時間

調整力 ％

年間需要量 ㎥／年

ピーク時需要量 ㎥／時間

調整力確保量 ㎥／時間

調整力 ％

年間需要量 ㎥／年

ピーク時需要量 ㎥／時間

調整力確保量 ㎥／時間

調整力 ％

年間需要量 ㎥／年

ピーク時需要量 ㎥／時間

調整力確保量 ㎥／時間

調整力 ％

Ａ

Ｂ

Ｃ

合　　計

事業者名：　　　　　　　　　　　　　　　　　
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捨五入し、小数点第１位まで記載すること。 

○他のガス導管事業者等からガスを受け入れている事業者であって、導管内のガスの圧力、流量の

制御を当該他のガス導管事業者等が実施している場合においては、「調整力確保量」及び「調整

力」の欄を空白とすること。 

 

（情報の公表について） 

○一般ガス導管事業者は、法第５６条第１項の規定による届出をしたときは、第１表を公表しなけ

ればならない。 

○特定ガス導管事業者は、法第８１条第１項の規定による届出をしたときは、原則として第１表を

公表しなければならない。ただし、公表することにより個別の需要家等の需要量が明らかになる

場合には、公表しないこと。 
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第２表 普及計画 

 

（記載要領） 

○本表は、一般ガス導管事業者が作成すること。 

○年度別及び市区町村（市（指定都市にあっては、区）、町村及び特別区をいう。以下同じ。）別に

作成すること。 

○供給区域が２以上の市区町村にまたがる事業者は、その合計を記載すること。 

なお、指定都市にあっては、区ごとの記載に加え、当該都市ごとの合計も記載すること。また、

特別区にあっては、特別区ごとの記載に加え、当該事業者の供給区域内にある全ての特別区の合

計も記載すること。 

○供給計画期間内に供給区域を増加する計画がある場合（以下、当該計画のある区域を「増加予定

供給区域」という。）は、供給計画の期間の初年度（以下「初年度」という。）以降の項目につい

て記載すること。この場合、「既存の供給区域」と「増加予定供給区域」との合計を「増加後供給

区域」に記載すること。 

○「行政区域面積」の欄には、初年度４月１日における見込の面積を記載すること。また、「供給区

域面積」は各年度末（３月末。以下同じ。）の供給区域の面積を記載し、増加予定供給区域にあっ

ては、各年度末の増加予定面積累計を記載すること。 

なお、いずれも小数点第２位で四捨五入し、小数点第１位まで記載すること。 

○「供給区域内一般世帯数」は、直近の国勢調査又は地方公共団体の資料に基づいて、記載するこ

と。なお、供給区域内一般世帯数は、住民基本台帳に基づく総世帯数に直近の国勢調査 における

一般世帯数の総世帯に占める割合を乗じて算出すること。ただし、その他の合理的な考え方に基

づき記載することを妨げない 。 

○「供給区域内全体普及率」 

第２表　普及計画

㎢

年度
（実績）

年度
（実績見込）

年度
（初年度）

年度 年度 年度 年度

㎢

戸

年度末取付総数 個

対前年度伸び率 ％

％

ｍ

対前年度伸び率 ％

㎢

年度
（実績）

年度
（実績見込）

年度
（初年度）

年度 年度 年度 年度

㎢

戸

個

％

ｍ

㎢

年度
（実績）

年度
（実績見込）

年度
（初年度）

年度 年度 年度 年度

㎢

戸

個

％

ｍ導管延長

事業者名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

供給区域内全体普及率

増
加
後
供
給
区
域

市区町村名 行政区域面積

項目＼年度

供給区域面積

供給区域内全体普及率

行政区域面積

増
加
予
定
供
給
区
域

市区町村名 行政区域面積

項目＼年度

供給区域面積

供給区域内一般世帯数

導管延長

供給区域内ガスメーター

既
存
の
供
給
区
域

市区町村名

項目＼年度

供給区域面積

供給区域内一般世帯数

供給区域内全体普及率

供給区域内ガスメーター年度末取付総数

供給区域内ガスメーター年度末取付総数

供給区域内一般世帯数

導管延長
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＝供給区域内ガスメーター年度末取付総数÷供給区域内一般世帯数×１００ 

○「行政区域面積」、「供給区域面積」、「供給区域内全体普及率」及び「導管延長対前年度伸び率」

は小数点第２位を四捨五入し、小数点第１位まで記載すること。 

○「導管延長（本支管延長をいう。）」は、各年度末の導管の延長（敷設距離をいう。）を記載するこ

と。ただし、一般ガス導管事業者が同一法人内に小売部門又は製造部門を持つ場合にあっては、

製造所構内の配管を除く。 

○会社総合計欄の「導管延長」（供給区域及び増加予定供給区域の外に導管延長がある場合は、それ

を含めたものをいう。）は、第４表の「年度末導管総延長」の「合計」欄の値と一致させること。 

 

 

（情報の公表について） 

○一般ガス導管事業者は、法第５６条第１項の規定による届出をしたときは、第２表を公表しなけ

ればならない。 
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第３表 供給区域外開発区域別等普及計画 

 

（記載要領） 

○本表は、一般ガス導管事業者が作成すること。 

○「供給区域外開発区域」とは、法第４０条の規定に基づく供給区域の変更（拡張）の手続を実施

した上で、増加予定供給区域とすることを見込んでいる区域において、公団住宅、分譲住宅、既

成集落等のガスの需要が生じることが十分に見込まれる地区をいう。 

○「供給区域外開発区域」は、市区町村別に、供給区域外開発区域ごとに番号を付して記載し、市

区町村ごと（区にあっては当該区を包括する市の合計を含む。ただし、供給区域外開発区域の予

定がない市区町村にあっては作成することを要しない。）及び事業者全体合計を記載すること。 

○「導管（本支管をいう。以下同じ。）」は、供給区域外開発区域にガス供給する路線を記載するこ

と。 

なお、ループ化等の関係で供給区域外開発区域に供給する路線が２以上ある場合には、すべての路

線の番号を記載すること（例えば、路線の番号を１－①、１－②のように記載すること。）。 
○「区間」は、当該路線の始点と終点の地名を記載すること。 

○「総延長」は、当該路線の区間の総延長を記載すること。 

○「完了分」は、１の供給区域外開発区域にガスを供給するために敷設する路線のうち供給計画の

届出時点までに工事を完了している部分の延長を記載すること。 

○「工事期間」は、当該路線の工事に着手する予定年月と、完了する予定年月を記載すること。 

○「供給開始予定年月」は、導管によるガス供給を開始する予定年月（本体導管と連結する予定年

月。以下「連結時期」という。）を記載すること。 

○「開発区域に関する説明等」 

一 次の事項について記載すること。 

イ 当該供給区域外開発区域が造成団地である場合には、造成期間、最終計画戸数等当該団地

計画の概要 

ロ 当該供給区域外開発区域が既成集落である場合には、家屋等の密集状況等当該供給区域外

開発区域の特色 

ハ 新規の供給区域外開発区域については、「新規」と記載すること。また、新規の供給区域外

開発区域及び初年度の前年度（以下、「前年度」という。）に届け出た供給計画に記載して

いた供給区域外開発区域を変更する場合には、必要に応じてその供給区域外開発区域の計

画の実現可能性が高いこと及びその戸数の算定の基礎となる資料を提出すること。 

二 前年度に届け出た供給計画に記載していた開発区域別等普及計画のうち供給区域外開発区域

に該当する開発区域を変更する場合にあっては、その理由を記載すること。 

なお、供給区域外開発区域の変更理由を記載する例としては、以下のものがある。 

（１） 供給計画の届出後の供給区域の増減計画の発生 

（２） 公団住宅、分譲住宅等の造成スケジュール、開発戸数の変更 

（３） 供給区域外開発区域を取りやめたもの 

第３表　供給区域外開発区域別等普及計画

年度
（実績見込）

年度
（初年度）

年度 年度 年度 年度 年度
（実績見込）

年度
（初年度）

年度 年度 年度 年度 区間 総延長
（ｍ）

完了分
（ｍ）

工事期間

～ ～

～ ～

事業者名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

市区町村名 番号
年度末一般世帯数（戸） 年度末ガスメーター取付数（個） 導　　　　　管

供給開始
予定年月

開発地区等に
関する説明等
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三 供給区域外開発区域に次に該当するものがある場合においては、※印を付して、その理由を

記載すること。 

イ 供給開始時期が遅延し、年度を超えて変更した供給区域外開発区域 

ロ 本年度届け出た供給計画の年度末ガスメーター取付数の実績見込値が、前年度に届け出た

供給計画の初年度の計画値の半数に満たない供給区域外開発区域 

 

 

（情報の公表について） 

○一般ガス導管事業者は、第３表の公表を要しない。 
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第４表 託送供給用設備計画 

 

（記載要領） 

○本表は、一般ガス導管事業者及び特定ガス導管事業者が作成すること。 

○一般ガス導管事業者が法第５５条に基づき届け出た特定ガス導管事業の用に供する設備が存する

場合にあっては、当該設備も本表に記載すること。 

【ガス導管】 

○記載する単位は、原則としてメートル単位とすること。ただし、導管延長が長大な場合にはキロ

メートル単位とすることができる。 

○「導管延長」の欄のうち「新設」「廃止」の欄については、各年度の４月１日から３月３１日まで

の間に供用を開始するもの又は供用を廃止するものの計画値を記載すること。 

○高圧設計で中圧運用するものについては通常運用圧力に基づき記載すること。 

○「取替」は、既設のものと同一の場所において、同一の内径及び最高使用圧力の導管を取り替え

て設置するものを記載すること。 

○「主要導管」とは、施行規則第５２条に規定する輸送導管及び、ガス導管事業者間を接続する導

管をいう。なお、ガス導管事業者間を接続する導管とは、本供給計画を作成する一般ガス導管事

業者又は特定ガス導管事業者が維持し、及び運用する導管であって、他のガス導管事業者が維持

し、及び運用する導管と接続するための導管（直近の分岐点から接続地点までの導管）をいう。 

第４表　託送供給用設備計画

年度
（実績）

年度
（実績見込）

年度
（初年度）

年度 年度 年度 年度

高
圧

１ＭＰａ以上 ｍ

中
圧

１ＭＰａ未満
０．１ＭＰａ以上

ｍ

低
圧

０．１ＭＰａ未満 ｍ

高
圧

１ＭＰａ以上 ｍ

中
圧

１ＭＰａ未満
０．１ＭＰａ以上

ｍ

低
圧

０．１ＭＰａ未満 ｍ

高
圧

１ＭＰａ以上 ｍ

中
圧

１ＭＰａ未満
０．１ＭＰａ以上

ｍ

低
圧

０．１ＭＰａ未満 ｍ

ｍ

ｍ

〈主要導管設置等計画〉

名　　称 主要な経過地
ガスの圧力

（ＭＰａ）
総延長
（ｍ）

工事完了分
（ｍ）

工事の着手
予定年月

使用開始
予定年月

設・改
休・廃

（　　）

【ガスホルダー】

基数 基

貯蔵容量 ㎥

〈ガスホルダーの設置等計画〉

年度 種類 基数
圧力

（高中低）
工事の着手
予定年月日

使用開始
予定年月

設・改
休・廃

【託送供給用施設等建設予定】

年度 年度 年度 年度 年度

プロット
№

設備の
名称

設備の
位置

建設予定地の
ガス工作物等の種類

用地面積
（㎡）

工事の着手
予定年月

使用開始
予定年月

本供給計画期間における設備投資額（千円）

年度

年度末ガスホルダー計画

設置場所 貯蔵容量（㎥）

年度
（実績）

年度
（実績見込）

年度
（初年度）

年度 年度 年度

事業者名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【ガス導管】

合　　　　計

取　　　　　　　替

新　　設

廃　　止

年度末
導管総延長

導
　
管
　
延
　
長

内　　径
（ｍｍ）

（　　）

区　　間

～



 
 

21 

○＜主要導管設置等計画＞については、供給計画期間内に着手するものを記載すること。 

○＜主要導管設置等計画＞については、設計圧力と運用圧力を併記すること（通常運用圧力を括弧

書きすること。）。 

○＜主要導管設置等計画＞において、「区間」は、当該路線の始点と終点の地名を記載すること。 

なお、「区間」において始点及び終点の地名以外に「主要な経過地」となる地名が存在する場合に

は、「主要な経過地」として、当該路線が通過する主要な地点の地名を１箇所記載すること。ただ

し、ガス導管事業者間を接続する導管の場合にあっては、この限りではない。 

○＜主要導管設置等計画＞において、導管の内径（単位 ミリメートル）及びガスの圧力（単位 

メガパスカル）の変更の場合は、変更後の内径及びガスの圧力を記載し、変更前の内径及びガス

の圧力を括弧書きすること。 

○＜主要導管設置等計画＞において、「設・改・休・廃」は、設置、改修、休止、廃止のいずれか

を記載すること。 

 なお、他の事業を営む事業者が、その運用の変更による増減を計画している場合には、運用変更

増又は運用変更減のいずれかを記載すること。 

 

【ガスホルダー】 

○一般ガス導管事業者又は特定ガス導管事業者として設置しているガスホルダーを記載するこ

と。 

○一般ガス導管事業者又は特定ガス導管事業者として設置しているガスホルダーとは、製造所等

の構外に設置されている供給設備としてのガスホルダーをいう。ただし、製造所等の構内に設

置されている場合であっても、託送料金原価へ計上している、又は計上する予定のガスホルダ

ーは、ガス導管事業の用に供するものとして本欄に記載すること。この場合、ガス製造事業者

として製造計画に、ガス小売事業者として供給計画に、それぞれ重複して記載しないこと。 

○「基数」の欄には、一般ガス導管事業者又は特定ガス導管事業者として設置しているガスホル

ダーの総数を記載すること。 

○「貯蔵容量」の欄には、前年度末時点で一般ガス導管事業者又は特定ガス導管事業者として設

置しているガスホルダーについて、低圧にあっては幾何容量を中圧及び高圧にあっては有効容

量（幾何容量×最高使用圧力（単位 メガパスカル）÷０．０９８０６６５メガパスカル）の

合計値を記載すること。 

○＜ガスホルダーの設置等計画＞において、「ガスホルダーの設置等計画」は、供給計画期間内に

着手するものを記載すること。 

○＜ガスホルダーの設置等計画＞において、「種類（設備名）」は、有水式、無水式、球形及び円筒

形の別を記載すること。 

○＜ガスホルダーの設置等計画＞において、「基数」は、２以上のものであって能力が異なる場合

は、１基ごとに記載すること。 

○＜ガスホルダーの設置等計画＞において、「貯蔵容量」は、低圧にあっては幾何容量を中圧及び

高圧にあっては有効容量（幾何容量×最高使用圧力（単位 メガパスカル）÷０．０９８０６

６５メガパスカル）を記載すること。 

○＜ガスホルダーの設置等計画＞において、「圧力」は、施行規則に定める用語の定義に基づき、
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高圧、中圧、低圧のいずれか該当するものを記載すること。 

○＜ガスホルダーの設置等計画＞において、「設・改・休・廃」は、設置、改修、休止、廃止のいず

れかを記載すること。 

なお、他の事業を営む事業者が、その運用の変更による増減を計画している場合には、運用変更

増又は運用変更減のいずれかを記載すること。  

 

【託送供給用施設等建設予定】 

○「本供給計画期間における設備投資額」は、消費税額を含まない金額を記載すること。 

○前年度１月１日時点で所有し、かつ現にガス工作物の存しない土地等（地価税法第２条に規定す

る定義による土地等をいう。）において、本供給計画期間内に工事に着手する予定の託送供給用施

設等（供給所、導管、供給センター、導管事業所、通信設備をいう。以下同じ。）のほか、本供給

計画期間以前に既に工事に着手し本供給計画期間中に工事が行われるものについても、本表に記

載すること。 

○前年度１月１日以降に工事に着手し、前年度３月３１日までに竣工して使用が開始される託送供

給用施設等についても、本表に記載すること。この場合、表中の「本供給計画期間における設備

投資額」は記載を要しない。 

○既存の託送供給用施設等の空き地において、新たに託送供給用施設等の建設予定がある場合にも

記載すること。 

○託送供給用施設等の定義は以下のとおりとする。 

（１） 供給所 ガスホルダー、ガスの圧力を調整するために設置する圧送機やその他のガス工

作物の総合体 

（２） 導管 製造所等からガスを受け入れる地点と供給所又は供給所間若しくは、供給所とガ

ス消費機器との間の導管及びこれに付属するガス遮断装置その他のガス工作物 

（３） 供給センター ガスの製造・供給調整に係る指令・操作を行う施設 

（４） 導管事業所 ガスホルダー、圧送機、整圧器等の操作並びにガス導管その他の工作物の

巡視、点検、修繕、工事のための施設 

（５） 通信設備 通信系統の運営、すなわち、供給の調整の実施のための施設 

○「設備の名称」は、託送供給用施設等の固有の名称（「○○ガバナー・ステーション」等）を記載

すること。 

○「設備の位置」は、託送供給用施設等の建設予定地の市区町村名及び地番を記載すること。 

○「建設予定地のガス工作物等の種類」は、託送供給用施設等の種類（「供給所」、「導管」、「供給セ

ンター」、「導管事業所」、「通信設備」のいずれか）を記載すること。 

○本表に記載の託送供給用施設等については、下記の方法により第７表 供給計画図にも記載する

こと。 

（建設予定地を●印で示し、その説明として、託送供給用施設等のプロット№、名称、所在地、着

手予定年月を付記すること。） 

 

プロットＮｏ 
託送供給用施設等の名称 

所在地 
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● ← 

 

 

（情報の公表について） 

○一般ガス導管事業者は、法第５６条第１項の規定による届出をしたときは、第４表を公表しなけ

ればならない。ただし、【託送供給用施設等建設予定】における「本供給計画期間における設備投

資額」は公表を要しない。 

○特定ガス導管事業者は、第４表の公表を要しない。 

 

  

着手予定年月 
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第５表 ガス製造設備計画 

 

（記載要領） 

○本表は、一般ガス導管事業者及び特定ガス導管事業者が製造設備を維持し、及び運用している場

合、製造所等毎に作成すること。なお、複数の製造所を自ら維持し、及び運用する事業者にあっ

ては、全ての製造所を合算したものを別途作成すること（その場合にあっては、製造所名の欄に

は「全社計」と記載すること。）。 

 ただし、一般ガス導管事業者及び特定ガス導管事業者がガス小売事業を兼業する場合にあって

は、様式第１５第６表に記載し、本表には記載しないこと。 

○一般ガス導管事業者及び特定ガス導管事業者が自ら維持し、及び運用するガス製造事業に該当し

第５表　ガス製造設備計画

設備名 原料名

基数 基

ガス発生能力 ㎥／時 

基数 基

ガス発生能力 ㎥／時 

基数 基

ガス発生能力 ㎥／時 

〈ガス発生設備の設置等計画〉

年度 基数 供給ガスの種類 能力（㎥／時）
工事の着手
予定年月日

使用開始
予定年月

設・改
休・廃

【原燃料貯蔵設備】

基数 基

容量 ｋｌ

基数 基

容量 ｋｌ

基数 基

容量 ｋｌ

〈原燃料貯蔵設備の設置等計画〉

年度 基数 供給ガスの種類 容量（ｋｌ）
工事の着手
予定年月日

使用開始
予定年月

設・改
休・廃

【ガスホルダー】

基数 基

貯蔵容量 ㎥

〈ガスホルダーの設置等計画〉

年度 種類 基数
圧力

（高中低）
工事の着手
予定年月日

使用開始
予定年月

設・改
休・廃

年度

事業者名：　　　　　　　　　　　　　　　　　

【ガス発生設備】 製造所名：　　　　　　　　　　　　　　　　　

年度
（実績見込）

年度
（初年度）

年度 年度 年度
 

年
度
末

 
 
ガ
ス
発
生
設
備
計
画

気化装置

合　　　計

設備名

年度

原料名

年度
（実績）

年度
 

年
度
末

 
 

原
燃
料
貯
蔵
設
備
計
画

原料名

液化天然ガス

液化石油ガス

年度
（実績見込）

年度
（初年度）

年度 年度

設備名 原料名

年度
（実績）

年度
（実績）

年度
（実績見込）

年度
（初年度）

年度 年度 年度

年度末ガスホルダー計画

貯蔵容量（㎥）

年度
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ない製造設備等に係るガス製造設備計画を記載すること。 

○各設備の記載に当たっては、その主たる事業及びその用途に関わらず、製造所内のすべての設

備を記載することとする。 

なお、その製造所の建設の主たる目的がガス事業以外の場合であって、ガス事業用として扱

う設備が区分できる場合においては、その数値を括弧書きで記載すること。 

 

【ガス発生設備】 

○「設備名」は、ガス化装置又は天然ガス井等の気化装置以外の設備がある場合は、当該名称を

記載すること（国産天然ガスを生産している場合は、「設備名」欄に「ガス化装置」と記載した

上で、「原料名」欄には「天然ガス井」と記載し、「基数」欄には坑数を記載すること。）。 

○「原料名」は、液化天然ガス又は液化石油ガス等の別を記載すること。 

○「ガス発生能力」の欄には、ガス発生設備の１時間当たりの最大の出力の合計値を記載するこ

と（実績、実績見込にあっては、上記に準じて算定し、記載すること。）。 

○＜ガス発生設備の設置等計画＞については、供給計画期間内に着手するものを記載すること。 

○＜ガス発生設備の設置等計画＞において、「設備名（種類）」は、気化装置等の別を記載し、型

式のあるものはこれを付記すること。 

○＜ガス発生設備の設置等計画＞において、「基数」は、２以上のものであって能力が異なる場合

は、１基ごとに記載すること。また、能力の変更の場合は、変更後の能力を記載し、変更前の

能力を付記すること。 

○＜ガス発生設備の設置等計画＞において、「供給ガスの種類」は、ガス用品の技術上の基準等に

関する省令（昭和４６年通商産業省令第２７号）別表第３の備考の適用すべきガスグループを

参照した上で、記載すること。 

○＜ガス発生設備の設置等計画＞において、「能力」は、ガス発生能力に加え、原料処理能力を括

弧書きすること。 

○＜ガス発生設備の設置等計画＞において、「設・改・休・廃」は、設置、改修、休止、廃止のい

ずれかを記載すること。 

なお、他の事業を営む事業者が、その運用の変更による増減を計画している場合には、運用変更増

又は運用変更減のいずれかを記載すること。 

 

【原燃料貯蔵設備】 

○製品ガスの原燃料を貯蔵するための設備を記載すること。 

○「原料名」は、液化天然ガス及び液化石油ガス以外の原燃料を貯蔵する設備がある場合は、当

該名称を記載すること。 

○「容量」の欄には、公認検定機関の検定を受けたものについては検定容量を記載し、検定を受

けていないもの及び計画については設計容量を記載すること。 

○＜原燃料貯蔵設備の設置等計画＞については、供給計画期間内に着手するものを記載すること。 

○＜原燃料貯蔵設備の設置等計画＞において、「基数」の欄は、２以上のものであって能力が異な

る場合は、１基ごとに記載すること。また、能力の変更の場合は、変更後の能力を記載し、変

更前の能力を付記すること。 
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○＜原燃料貯蔵設備の設置等計画＞において、「供給ガスの種類」は、ガス用品の技術上の基準等

に関する省令（昭和４６年通商産業省令第２７号）別表第３の備考の適用すべきガスグループ

を参照した上で、記載すること。 

○＜原燃料貯蔵設備の設置等計画＞において、「容量」は、設計容量を記載すること。 

○＜原燃料貯蔵設備の設置等計画＞において、「設・改・休・廃」は、設置、改修、休止、廃止の

いずれかを記載すること。 

なお、他の事業を営む事業者が、その運用の変更による増減を計画している場合には、運用変更増

又は運用変更減のいずれかを記載すること。 

 

【ガスホルダー】 

○製造所等の構内に設置して自ら維持し、及び運用するガスホルダーを記載すること。 

○製造所等の構内に設置して自ら維持し、及び運用するガスホルダーとは、製造所等の構内に設

置されている供給設備としてのガスホルダーをいう。ただし、製造所等の構内に設置されてい

る場合であっても、託送料金原価へ計上している又は計上する予定のガスホルダーについては、

第４表に記載することとし、本表に重複して記載しないこと。 

○「基数」の欄には、製造所等の構内に設置して自ら維持し、及び運用するガスホルダーの総数

を記載すること。 

○「貯蔵容量」の欄には、前年度末時点で製造所等の構内に設置して自ら維持し、及び運用する

ガスホルダーについて、低圧にあっては幾何容量を中圧及び高圧にあっては有効容量（幾何容

量×最高使用圧力（単位 メガパスカル）÷０．０９８０６６５メガパスカル）の合計値を記

載すること。 

○＜ガスホルダーの設置等計画＞については、「ガスホルダーの設置等計画」は、製造計画期間内

に着手するものを記載すること。 

○＜ガスホルダーの設置等計画＞において、「種類（設備名）」は、有水式、無水式、球形及び円筒

形の別を記載すること。 

○＜ガスホルダーの設置等計画＞において、「基数」は、２以上のものであって能力が異なる場合

は、１基ごとに記載すること。 

○＜ガスホルダーの設置等計画＞において、「貯蔵容量」は、低圧にあっては幾何容量を中圧及び

高圧にあっては有効容量（幾何容量×最高使用圧力（単位 メガパスカル）÷０．０９８０６

６５メガパスカル）を記載すること。 

○＜ガスホルダーの設置等計画＞において、「圧力」は、施行規則に定める用語の定義に基づき、

高圧、中圧、低圧のいずれか該当するものを記載すること。 

○＜ガスホルダーの設置等計画＞において、「設・改・休・廃」は、設置、改修、休止、廃止のいず

れかを記載すること。 

なお、他の事業を営む事業者が、その運用の変更による増減を計画している場合には、運用変更

増又は運用変更減のいずれかを記載すること。 

 

（情報の公表について） 

○一般ガス導管事業者及び特定ガス導管事業者は、第５表の公表を要しない。  
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 第６表 設備投資計画 

 

（記載要領） 

○本表は、一般ガス導管事業者及び特定ガス導管事業者が作成すること。 

○設備投資額は資金ベース（支払ベース）で記載するとともに、工事負担金（圧縮の対象となる

移設補償金等を含む。）圧縮前で記載すること。また、消費税額を含まない金額を記載するこ

と。 

○「主要導管」の定義は、第４表 託送供給用設備計画と同様とする。 

○「本支管」とは、ガスを供給するため、道路に並行して敷設する導管をいう。 

○「供給管」とは、本支管から分岐して、使用者が占有又は所有する土地と道路との境界線まで

の導管をいう。 

○「土地」の欄には、託送供給用施設等のために取得する土地の金額を記載すること。 

○「ガスホルダー」の欄には、一般ガス導管事業者又は特定ガス導管事業者として設置している

ガスホルダーに要する金額を記載すること。 

○「その他機械装置」の欄には、通信・計装設備等に要する金額を記載すること。 

○「その他」の欄には、建物（供給所や導管事業所等）等の他の欄に記載されない供給設備（託

送原価に算入し、又は算入を予定するもの）に要する金額を記載すること。原則として、ガス

導管事業者の供給設備を記載するが、導管事業以外の用にも供される供給設備であって、導管

事業の用に供する部分とそれ以外の用に供する部分を切り分けることが困難である場合には、

当該供給設備を一括して記載することを妨げない。 

○「工事負担金等（合計の内訳）」の欄には、ガス事業会計規則第４条に従い、工事負担金等（圧縮

の対象となるもの。圧縮の対象となる移設補償金等を含む。）の金額を記載すること。 

 

（情報の公表について） 

○一般ガス導管事業者及び特定ガス導管事業者は、第６表の公表を要しない。 

  

第６表　設備投資計画

年度
（実績）

年度
（実績見込）

年度
（初年度）

年度 年度 年度 年度

その他機械装置

主要導管

本支管
（主要導管以外）

供給管

合　　　　計

工事負担金等
（合計の内訳）

導
　
　
管

その他

供
　
給
　
設
　
備

ガスホルダー

事業者名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（単位：百万円）

土　　　　地
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第７表 供給計画図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（記載要領） 

○本表は、一般ガス導管事業者及び特定ガス導管事業者が作成すること。 

 

《一般ガス導管事業者が記載する場合について》 

○供給計画図は、事業区域（供給区域及び増加予定供給区域のうち、ガスの供給が連続する導管

により行われている地域をいう。以下同じ。）ごとに作成すること。ただし、一つの供給計画図

で表示することが困難な場合には、事業区域を分割して供給計画図を作成することができる。 
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○供給計画図は、事業区域全体が正確に縮尺された地図を用いること。 

○供給計画図に図示する事項、記載する事項及びその方法は以下のとおり、またそれぞれについ

て図示方法の凡例を明示すること。 

一 行政区域の境界線並びに供給区域及び増加予定供給区域の境界線を区分して色線で囲む

とともに、増加予定供給区域については増加予定年度を記載すること。 

二 第３表に記載する「供給区域外開発区域」の位置を記載すること。 

三 「供給区域外開発区域」の外周を色線で囲み図示するとともに、当該供給区域外開発区域

の番号、戸数（公団住宅、分譲住宅等の場合には計画の最終戸数、また既成集落の場合には

供給計画期間の最終年度の年度末の当該供給区域外開発区域の総戸数をいう。以下同じ。）及

び供給開始年度を記載すること。 

四 「導管」については、次の要領で図示すること。 

イ 既設の主要導管及び第４表＜主要導管設置等計画＞に記載している主要導管を図示し、

内径（単位 ミリメートル）及びガスの圧力（単位 メガパスカル。最高使用圧力をいう。

以下同じ。）を記載すること。ただし、第４表＜主要導管設置等計画＞に記載している主要

導管については、使用開始予定年度を括弧書きで記載すること。 

ロ 供給区域内において７０戸以上のガスの需要が生じることが十分に見込まれる地区及

び第二号により図示した供給区域外開発区域に対する導管を年度別に図示し、導管ごとに

一連番号、内径（単位 ミリメートル）及び最高使用圧力（単位 メガパスカル・キロパ

スカル）を記載すること。なお、供給区域内において３０戸以上のガスの需要が生じるこ

とが十分に見込まれる地区の主たるものについて、記載することを妨げない。 

供給区域外開発区域の番号と導管の番号を一致させること。 

「導管の区間」とは、当該地区を直接その対象として敷設する導管及び輸送導管であっ

て、主に既設導管からの分岐点から当該地区内の地区整圧器（地区ガバナーをいう。以下

同じ。）に至るまでの区間をいう。当該地区内に地区整圧器がない場合には、当該地区の入

口あるいは中央の番地等事業者が適宜定めて区間を捉えること。 

ハ 初年度の開始前に設置している導管であって次に掲げるものの位置を図示し、内径（単

位 ミリメートル）及び最高使用圧力（単位 メガパスカル・キロパスカル）を明示する

こと。 

（１） 初年度の前前年度（以下「前前年度」という。）の年度末におけるガスメーターの

取付数が１０万個以上の事業区域（供給区域のうちガスの供給が連続する導管により

行われている地区をいう。以下同じ。）においては、ガスの圧力が高圧及び中圧のもの 

（２） 前前年度の年度末におけるガスメーターの取付数が１万個以上１０万個未満の事

業区域においては、ガスの圧力が、５キロパスカル以上のもの（該当する導管がない

場合には、内径１００ミリメートル以上のもの）  

（３） 前前年度の年度末におけるガスメーターの取付数が１万個未満の事業区域におい

ては、ガスの圧力が５キロパスカル以上のもの及び内径５０ミリメートル以上のもの 

（４） （１）から（３）までに掲げるもののほか、本号ロに掲げる導管と、本号イ（ガ

ス導管事業者間を接続する導管を除く。）又は（１）から（３）までに掲げる導管を結

ぶ導管を図示すること。 
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五 第４表に記載するガスホルダーを有する事業場の位置を図示すること。 

六 第四号ハに掲げる導管に設置する地区整圧器の位置を図示すること。 

 

《特定ガス導管事業者が記載する場合について》 

○供給計画図は、特定導管を設置する地区ごとに作成すること。ただし、一つの供給計画図で表

示することが困難な場合には、地区を分割して供給計画図を作成することができる。 

○供給計画図は、正確に縮尺された地図を用いること。 

○「導管」については、既設の主要導管、第４表＜主要導管設置等計画＞に記載している主要

導管及び本支管を図示し、内径（単位 ミリメートル）及びガスの圧力（単位 メガパスカ

ル。最高使用圧力をいう。以下同じ。）を記載すること。ただし、第４表＜主要導管設置等計

画＞に記載している主要導管については、使用開始予定年度を括弧書きで記載すること。 

○第４表に記載するガスホルダーを有する事業場の位置を図示すること。 

○第４表に記載する託送供給用施設等を維持し、及び運用している場合、その設備の名称を記

載し、計画中のものについては供用開始予定年月を記載すること。 

 

（情報の公表について） 

○一般ガス導管事業者は、法第５６条第１項の規定による届出をしたときは、第７表を公表しなけ

ればならない。ただし、次に掲げるもの以外のものは公表を要しない。 

 一 行政区域の境界線並びに供給区域及び増加予定供給区域の境界線 

 二 主要導管及び第４表に記載する〈主要導管設置等計画〉に記載している主要導管と当該主

要導管の内径、及びガスの圧力 

 三 初年度の開始前に設置している導管（その前前年度の年度末におけるガスメーターの取付

数により、（１）から（３）で定める基準の導管）、内径（単位 ミリメートル）及び最高使

用圧力（単位 メガパスカル・キロパスカル） 

（１） ガスメーターの取付数が１０万個以上の事業区域においては、ガスの圧力が高圧

及び中圧のもの 

（２） ガスメーターの取付数が１万個以上１０万個未満の事業区域においては、ガスの

圧力が、５キロパスカル以上のもの（該当する導管がない場合には、内径１００ミリ

メートル以上のもの）  

（３） ガスメーターの取付数が１万個未満の事業区域においては、ガスの圧力が５キロ

パスカル以上のもの及び内径５０ミリメートル以上のもの 

四 第二号の導管及び第三号の（１）から（３）のいずれかに該当する導管を結ぶ導管であっ

て初年度の開始前に設置している導管、内径（単位 ミリメートル）及び最高使用圧力（単

位 メガパスカル・キロパスカル） 

五 第４表に記載するガスホルダーを有する事業場の位置 

六 供給区域内において７０戸以上のガスの需要が生じることが十分に見込まれる地区に対

する導管のうち、主たるものであって、ガス小売事業者の要請に基づくもの以外の導管、内

径（単位 ミリメートル）及び最高使用圧力（単位 メガパスカル・キロパスカル） 

 

○特定ガス導管事業者は、第７表の公表を要しない。  
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第８表 主要導管図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（記載要領） 

○本表は、一般ガス導管事業者及び特定ガス導管事業者が作成すること。 

○日本産業規格Ａ３又はＡ４の用紙１枚で作成すること。ただし、当該用紙１枚に必要な全ての

事項を記載することが困難な場合には、例えば、ガス事業者間を接続する導管の周辺の拡大図

を別途添付し、必要な事項を記載する等の合理的な作成方法とすることも妨げない。 
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○原則として、事業区域全体が正確に縮尺された地図を用いること。ただし、一般ガス導管事業

者の任意で、事業区域全体が正確に縮尺された地図を用いることなく、事業区域全体の概要を

図示することができる。 

○一般ガス導管事業者の供給区域が複数の地域に分かれており、かつ当該地域間が導管で接続さ

れていない場合にあっては、地域毎に作成すること。 

○主要導管図に図示する事項、記載する事項及びその方法は以下のとおり、またそれぞれについ

て図示方法の凡例を明示すること。 

一 主要導管について、次の要領で図示すること。 

イ 初年度の開始前に設置又は着手している主要導管（特定ガス導管事業者にあっては、本

支管を含む。） 

ロ 第４表＜主要導管設置等計画＞に記載している主要導管（特定ガス導管事業者にあって

は、本支管となる「導管延長」の計画を含む。） 

ハ 一般ガス導管事業者は、本号イ及びロに掲げる主要導管以外の導管を任意に図示するこ

とができる。 

ニ イ及びロのうちガス導管事業者間を接続する導管については、内径（単位 ミリメート

ル）、ガスの圧力（単位 メガパスカル。最高使用圧力をいう。以下同じ。）及び平常時に

おけるガスの流れる方向を示す矢印を記載すること。 

  二 ガス導管事業者間の連結点の名称を記載すること。連結点の名称がない場合にあっては、

何らか識別できるよう記載すること。 

  三 ガス導管事業者間の連結点において接続する他のガス導管事業者名を記載すること。 

  四 第一号イ及びロに掲げる主要導管に設置する地区整圧器のうち主たるものの位置を図示

すること。 

○第７表について、５０，０００分の１以上の縮尺で日本産業規格Ａ３又はＡ４の用紙１枚で作成

している場合にあっては、第７表に上記一から四に規定する事項を合せて記載することで、第８

表に代えることができる。 

 

（情報の公表について） 

○一般ガス導管事業者は、法第５６条第１項の規定による届出をしたときは、第８表を公表しなけ

ればならない。 

○特定ガス導管事業者は、法第８１条第１項の規定による届出をしたときは、第８表を公表しなけ

ればならない。 
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３．ガス製造事業者 

第１表 年度別のピーク時生産能力及び生産量の見通し 

 

（記載要領） 

○本表は、ガス製造事業者が作成すること。 

○ガス製造事業者が自ら維持し、及び運用するガス製造事業に該当しない製造設備等に係る年度別の

ピーク時生産能力及び年度別の生産量の見通しについては、記載しないこと。ただし、「年度別のピ

ーク時生産能力」については、その製造所の建設の主たる目的がガス事業以外であって、ガス事業

用として扱う設備が区分できない場合においては、ガス事業用とガス事業用以外の生産能力の合計

をガス事業用とガス事業用以外の各々の前々年度の生産量の実績で按分することによって、ガス事

業用の生産能力を算定のうえ記載することとする。なお、ガス供給時にガス事業用の配管等設備上

の上限容量がある場合は、算定したガス事業用の生産能力と当該上限容量の小さい方の値を記載す

ること。 

○他事業者から、ガス受託製造約款に基づく受託製造を行っている場合は、それも含むこと。 

○「事業所名」は、ガス製造事業者が製造設備等を自ら維持し、及び運用する製造所等の名称を記

載すること。 

○「年度別のピーク時生産能力」は、最大ガス需要が見込まれる日において１時間当たりのガスの

需要見通しが最大になる時間帯において生産能力として見込むことができる自社ガス発生設備の

出力の合計値を記載すること。 

○「年度別の生産量の見通し」は、気体以外の原料（液化天然ガス又は液化石油ガスなど）から自

社で製造する各年度の製品ガスの総量を記載すること。 

  

第１表　年度別のピーク時生産能力及び生産量の見通し 

事業所名
年度

（実績）
年度

（実績見込）
年度

（初年度）
年度 年度 年度 年度

合　計

事業所名
年度

（実績）
年度

（実績見込）
年度

（初年度）
年度 年度 年度 年度

合　計

単位（㎥／時間，４６ＭＪ換算）

単位（㎥，４６ＭＪ換算）

事業者名：　　　　　　　　　　　　　　　　　

年度別のピーク時生産能力

年度別の生産量の見通し
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第２表 年度別のピーク時調整力提供見通し 

 

（記載要領） 

○本表は、ガス製造事業者が作成すること。 

○ガス製造事業者が自ら維持し、及び運用するガス製造事業に該当しない製造設備等については、

記載しないこと。 

○「事業所名」は、ガス製造事業者が製造設備等を自ら維持し、及び運用する製造所等の名称を記

載すること。 

○ピーク時の調整力提供見通しは、ガス製造事業者が、一般ガス導管事業者又は特定ガス導管事業

者と契約を締結し、提供する量を記載すること（同一法人内の導管部門に対して調整力を提供す

る場合もこれに準じる。）。なお、契約は締結していないが、提供を見込んでいる内容は括弧書き

で記載すること。 

○「地域」は、調整力を提供する一般ガス導管事業者又は特定ガス導管事業者の名称を記載するこ

と。なお、一般ガス導管事業者の供給区域が複数の地域に分かれており、かつ当該地域間が導管

で接続されていない場合にあっては、地区等の名称を追記した上で、分けて記載すること。 

○なお、該当する事項がないガス製造事業者は、事業者名のみを記載すること。 

 

  

第２表　年度別のピーク時調整力提供見通し 
事業者名

事業所名 地域
年度

（実績）
年度

（実績見込）
年度

（初年度）
年度 年度 年度 年度

合　　　　　　　計

単位（㎥／時間，４６ＭＪ換算）
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第３表 ガス製造設備計画 

 

（記載要領） 

○本表は、ガス製造事業者が製造所等毎に作成すること。なお、複数の製造所を自ら維持し、及び

運用する事業者にあっては、全ての製造所を合算したものを別途作成すること（その場合にあっ

ては、製造所名の欄には「全社計」と記載すること。）。 

○ガス製造事業者が自ら維持し、及び運用するガス製造事業に該当しない製造設備等（ガス小売事

業者として維持し、及び運用する設備等）に係るガス製造設備計画については、記載しないこ

と。 

第３表　ガス製造設備計画

【ガス発生設備】

設備名 原料名

基数 基

ガス発生能力 ㎥／日

基数 基

ガス発生能力 ㎥／日

基数 基

ガス発生能力 ㎥／日

〈ガス発生設備の設置等計画〉

年度 基数 供給ガスの種類 能力（㎥／日）
工事の着手
予定年月日

使用開始
予定年月

設・改
休・廃

【原燃料貯蔵設備】

基数 基

容量 ｋｌ

基数 基

容量 ｋｌ

基数 基

容量 ｋｌ

〈原燃料貯蔵設備の設置等計画〉

年度 基数 供給ガスの種類 容量（ｋｌ）
工事の着手
予定年月日

使用開始
予定年月

設・改
休・廃

【ガスホルダー】

基数 基

貯蔵容量 ㎥

〈ガスホルダーの設置等計画〉

年度 種類 基数
圧力

（高中低）
工事の着手
予定年月日

使用開始
予定年月

設・改
休・廃

貯蔵容量（㎥）

液化石油ガス

年度
（実績）

年度
（実績見込）

年度
（初年度）

年度 年度 年度 年度

年度末ガスホルダー計画

原料名 
年
度
末

 
 

原
燃
料
貯
蔵
設
備
計
画

液化天然ガス

年度

年度
（実績）

年度
（実績見込）

設備名

年度
（初年度）

年度

原料名

合　　　計

年度
（実績）

年度 年度
 

年
度
末

 
 
ガ
ス
発
生
設
備
計
画

気化装置

年度

事業者名：　　　　　　　　　　　　　　　　　

製造所名：　　　　　　　　　　　　　　　　　

年度

原料名設備名

年度

年度
（実績見込）

年度
（初年度）

年度
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○各設備の記載に当たっては、その主たる事業及びその用途に関わらず、製造所内のすべての設

備を記載することとする。 

なお、その製造所の建設の主たる目的がガス事業以外の場合であって、ガス事業用として扱う

設備が区分できる場合においては、その数値を括弧書きで記載すること。 

 

【ガス発生設備】 

○「設備名」は、ガス化装置又は天然ガス井等の気化装置以外の設備がある場合は、当該名称を

記載すること（国産天然ガスを生産している場合は、「設備名」欄に「ガス化装置」と記載した

上で、「原料名」欄には「天然ガス井」と記載し、「基数」欄には坑数を記載すること。）。 

○「原料名」は、液化天然ガス又は液化石油ガス等の別を記載すること。 

○「ガス発生能力」の欄には、ガス発生設備の１時間当たりの最大の出力の合計値を記載するこ

と（実績、実績見込みにあっては、上記に準じて算定し、記載すること。）。 

○＜ガス発生設備の設置等計画＞については、製造計画期間内に着手するものを記載すること。 

○＜ガス発生設備の設置等計画＞において、「設備名（種類）」は、気化装置等の別を記載し、型

式のあるものはこれを付記すること。 

○＜ガス発生設備の設置等計画＞において、「基数」は、２以上のものであって能力が異なる場合

は、１基ごとに記載すること。また、能力の変更の場合は、変更後の能力を記載し、変更前の

能力を付記すること。 

○＜ガス発生設備の設置等計画＞において、「供給ガスの種類」は、ガス用品の技術上の基準等に

関する省令（昭和４６年通商産業省令第２７号）別表第３の備考の適用すべきガスグループを

参照した上で、記載すること。 

○＜ガス発生設備の設置等計画＞において、「能力」は、ガス発生能力に加え、原料処理能力を括

弧書きすること。 

○＜ガス発生設備の設置等計画＞において、「設・改・休・廃」は、設置、改修、休止、廃止のい

ずれかを記載すること。 

なお、他の事業を営む事業者が、その運用の変更による増減を計画している場合には、運用変更増

又は運用変更減のいずれかを記載すること。 

 

【原燃料貯蔵設備】 

○製品ガスの原燃料を貯蔵するための設備を記載すること。 

○「原料名」は、液化天然ガス及び液化石油ガス以外の原燃料を貯蔵する設備がある場合は、当

該名称を記載すること。 

○「容量」の欄には、公認検定機関の検定を受けたものについては検定容量を記載し、検定を受

けていないもの及び計画については設計容量を記載すること。 

○＜原燃料貯蔵設備の設置等計画＞については、製造計画期間内に着手するものを記載すること。 

○＜原燃料貯蔵設備の設置等計画＞において、「基数」の欄は、２以上のものであって能力が異な

る場合は、１基ごとに記載すること。また、能力の変更の場合は、変更後の能力を記載し、変

更前の能力を付記すること。 

○＜原燃料貯蔵設備の設置等計画＞において、「供給ガスの種類」は、ガス用品の技術上の基準等
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に関する省令（昭和４６年通商産業省令第２７号）別表第３の備考の適用すべきガスグループ

を参照した上で、記載すること。 

○＜原燃料貯蔵設備の設置等計画＞において、「容量」は、設計容量を記載すること。 

○＜原燃料貯蔵設備の設置等計画＞において、「設・改・休・廃」は、設置、改修、休止、廃止の

いずれかを記載すること。 

なお、他の事業を営む事業者が、その運用の変更による増減を計画している場合には、運用変更増

又は運用変更減のいずれかを記載すること。 

 

【ガスホルダー】 

○ガス製造事業者として自ら維持し、及び運用するガスホルダーを記載すること。 

○ガス製造事業者として自ら維持し、及び運用するガスホルダーとは、製造所等の構内に設置さ

れている供給設備としてのガスホルダーをいう。ただし、製造所等の構内に設置されている場

合であっても、託送料金原価へ計上している又は計上する予定のガスホルダーについては、一

般ガス導管事業者の供給計画に記載することとし、本欄に重複して記載しないこと。 

○「基数」の欄には、ガス製造事業者として設置しているガスホルダーの総数を記載すること。 

○「貯蔵容量」の欄には、前年度末時点でガス製造事業者として設置しているガスホルダーにつ

いて、低圧にあっては幾何容量を中圧及び高圧にあっては有効容量（幾何容量×最高使用圧力

（単位 メガパスカル）÷０．０９８０６６５メガパスカル）の合計値を記載すること。 

○＜ガスホルダーの設置等計画＞については、「ガスホルダーの設置等計画」は、製造計画期間内

に着手するものを記載すること。 

○＜ガスホルダーの設置等計画＞において、「種類（設備名）」は、有水式、無水式、球形及び円筒

形の別を記載すること。 

○＜ガスホルダーの設置等計画＞において、「基数」は、２以上のものであって能力が異なる場合

は、１基ごとに記載すること。 

○＜ガスホルダーの設置等計画＞において、「貯蔵容量」は、低圧にあっては幾何容量を中圧及び

高圧にあっては有効容量（幾何容量×最高使用圧力（単位 メガパスカル）÷０．０９８０６

６５メガパスカル）を記載すること。 

○＜ガスホルダーの設置等計画＞において、「圧力」は、施行規則に定める用語の定義に基づき、

高圧、中圧、低圧のいずれか該当するものを記載すること。 

○＜ガスホルダーの設置等計画＞において、「設・改・休・廃」は、設置、改修、休止、廃止のいず

れかを記載すること。 

なお、他の事業を営む事業者が、その運用の変更による増減を計画している場合には、運用変更増

又は運用変更減のいずれかを記載すること。 

以 上 


